
 

 

 

                                             

１．管理体制 
最小限の人員（職員 1 名）で最大のサービスを提供できるよ

う引き続き努めます。 

 

２．施設管理 
ストックマネジメント計画を策定し、リスク評価等を十分勘

案して適切な改築・更新を行い、施設管理に努めます。 

 

３．経営管理 
(1) 水洗化率（下水道接続率）の向上の取組 

公共下水道に未接続の世帯等に対する下水道接続の啓発を行

うために、広報活動や個別訪問等を行います。 

(2) 使用料等収入の確保 

滞納対策を強化し、使用料等収入の確保に努めます。使用料

の適正水準への見直しを検討します。 

(3) 投資の合理化と地方債の抑制 

今後生じる汚水処理施設の改築・更新事業のコスト縮減を図

り、新規起債の借入額の抑制に努めます。 

(4) 維持管理費の縮減 

現状より高くならないようにコスト縮減に努めます。 

(5) 公営企業法の適用（企業会計移行） 

経営基盤の計画的な強化と財務マネジメントの向上を図るた

めの地方公営企業法を適用します。 

(6) 情報公開の推進 

町広報やホームページ等を活用し、下水道の経営状況等につ

いて、町民の理解を得られるように、わかりやすく情報を提供

します。 

 

４．事業管理 
今後は人口減少により、建設から維持管理への移行等大きく

方向転換する時期を迎えます。財政状況も厳しく、限られた予

算の中で、下水道事業を執行するために、PDCA サイクルを活

用し、事業を推進します。 

本町の公共下水道事業は平成 13 年度末に供用開始され、平成 30 年度で下水道施設が稼働してから 16 年が経過します。 
今後は下水道施設の老朽化が進み、改築・更新費用の増加や人口減少による下水道使用料収入の減少が見込まれ、下水道経営

は今以上に一層厳しくなることが想定されます。 
この経営戦略は、下水道事業を持続的かつ安定的に提供するために、現状と将来の見通しを踏まえた中長期的な経営の基本計

画です。 

【水洗化率の向上、下水道使用料および維持管理費の適正化】 
公共下水道への加入促進により水洗化率の向上を図ります。

また、維持管理業務の効率化とコスト縮減に積極的に取り組
み、下水道使用料による収入の確保と一般会計との負担区分の
適正化を図ります。 
【費用対効果の適正化を踏まえた改築・更新事業の低コスト化】 

今後生じる下水道施設の改築・更新事業は、下水道ストック
マネジメント計画を策定し、効率的・効果的な改築・更新計画
により事業費の低コスト化を実施します。 

１．人口の減少 
行政人口は平成 20 年で 6,669 人、平成 29 年現在で

5,615 人となり、50 年後の平成 79 年には 3,500 人と平
成 20 年度比で約半分になると推計されています。 

推計値は平成 42 年度までを「最上川流域別下水道整
備総合計画」、平成 62 年度以降を「人口ビジョン」、中
間年次は直線補間で算出しています。 
 
２．汚水処理人口普及率の推移 

平成 29 年度は 39.0％で、県平均 76.4％と比較すると
低い状況です。 

地域事情に応じて、公共下水道または合併処理浄化槽
での整備が必要です。 

 
３．水洗化率（下水道接続率）の推移 

平成 29 年度が 82.7％で、県平均 89.2％と比較すると
わずかに下回っている状況です。 

水洗化について今後も一層の働き掛けが必要です。 
 

４．下水道使用料収入等の推移 
下水道使用料収入は平成 24 年度までは増加傾向にあ

りましたが、その後は横ばいが続いています。 
普及人口は年々減少しているものの水洗化人口は増加

しています。ただし、水洗化人口も頭打ちの状況ですの
で、下水道使用料収入は今後減少していくことが予想さ
れています。 

下水道事業の継続には使用料収入の確保が必要です。 
 
５．施設状況 

平成 7 年に下水道整備が着手してから管渠延長は約
19km（汚水管渠のみ）整備されています。下水道施設
（ポンプ場・処理場：機械・電気）の標準耐用年数は 15
年とされており、改築・更新時期を迎えています。計画
期間内ではストックマネジメント計画を策定して、効率
的な改築・更新が必要です。 
 
６．地方債の推移 

平成 29 年度の地方債残高は約 13 億円です。平成 15
年のピークから約 3 割減少しました。 

今後は汚水処理施設の改築・更新事業が発生するた
め、投資の合理化を図り、地方債の発行を抑制すること
が必要です。 
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現状と課題 

図 2 汚水処理人口普及率の推移 図 3 水洗化率の推移 

経営健全化の取組 
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図 4 使用料および普及人口・水洗化人口の推移 
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図 5 管渠施設整備延長 
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図 7 地方債の推移 

経営の基本方針 

図 6 下水道施設整備状況 



 

 

                 

 

投資・財政計画 


